日本財政学会叢書『財政研究』第15巻の原稿募集のお知らせ（最新版）

　

　『財政研究』編集委員会では，下記要項で，『財政研究』第15巻の原稿を募集しています。投稿できるのは，日本財政学会の会員で、当該年度の日本財政学会年次大会報告者に限られます。
『財政研究』第8巻の原稿募集から、投稿システムをオンライン化しました。投稿システムのオンライン化に伴い、これまでの「投稿論文募集要項」や「投稿論文執筆要項」の記述に変更が加えられています。また投稿論文の表記様式をより的確なものにするために、「投稿論文執筆要項」の記述の変更も行っています。両要項の記述の変更点等には十分注意を払ってくださるよう、お願いいたします。
『財政研究』編集委員会

投　稿　論　文　募　集　要　項
本叢書への投稿希望者は，下記の要項をご参照のうえ，学会ホームページ上もしくは下記URLからリンクされている，オンライン投稿システムにご自分の会員ID・パスワードでログインして必要項目を入力の上，原稿および図・表ファイルを投稿してください。
（応募資格）

当該年度の学会報告者，著者全員が日本財政学会会員であることとする。

（投稿論文）

1)投稿論文は，当該年度の学会報告の内容とする。

2)投稿論文は，著者の独創性のある研究成果の報告であり，他の研究誌・学術書に投稿ないし掲載されていないものとする。
3)投稿論文の対象分野は，日本内外を問わず「財政学」に関連するすべてについてとする。

（投稿論文の採否）

1)投稿論文の採否は、編集委員会が委嘱する審査委員の査読と審査に基づき，編集委員会が決定する。

2)投稿論文募集要項・執筆要項等を逸脱する原稿は，審査の対象外とする場合もある。

　3)投稿された原稿は，著者の最終稿と見なして審査する。
　4)『財政研究』への掲載が決定された投稿論文の著作権は、日本財政学会に帰属する。『財政研究』に掲載決定後は、本学会の承諾なしに当該論文を他誌等に転載することを禁ずる。
（投稿の締切期日）

　原則として毎年度開催の学会大会終了後1ヵ月とする。2018年度は「11月20日（火）必着」とする。

（投稿先）

オンライン投稿システム：　https://service.gakkai.ne.jp/society-member/auth/submit/JIPF
〒170-0002　東京都豊島区巣鴨1-24-1-4F
（株）ガリレオ　学会業務情報化センター
　日本財政学会叢書『財政研究』編集委員会　宛
　　　　E-mail： g016jipf-proof@ml.gakkai.ne.jp
※オンライン投稿システムに関するお問い合わせは、下記アドレスにお願いします。

E-mail：g016jipf-mng@ml.gakkai.ne.jp 
（2017年5月20日改訂）
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